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はじめに
現在の世界には，子どもの権利条約があるにもかかわらず，暴力や貧困で
生存の危機にある子どもたちが多数いる。それは発展途上国など近代化が十
分に進んでない国々特有の現象ではない。子どもの権利条約を1994年に批
准し国内法を整備してきた最先進国である現代日本社会にも，子どもの権利
の保障が不十分であるという問題は残されている。筆者はそのような多岐に
わたる子どもの権利問題，子どもの権利にかかわる社会問題に取り組んでい
きたいと考えているが，本稿では焦点を意見表明権に合わせることにしたい。
子どもが意見を表明する権利は，生存を脅かされている危機的問題に比較す
ると，何かしら緊急性が欠落していると感じられるかもしれないが，生存の
危機という状態を生み出す根本的原因に意見表明権が保障されていない現実
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があり，さらに生存の危機を乗り越えた後には意見表明権の保障は一層重要
な子どもの権利問題として浮上してくると，筆者には思われるからである。
そこで本稿では，子どもの権利について最も包括的に提示している子ども
の権利条約について，その構成を示した上で，日本の国内法への影響を概観
し，次に権利条約における「子ども」と「権利」について，その定義をめぐ
る議論を紹介し，そして最後に筆者が研究テーマとして焦点を合わせる意見
表明権とは何かを明らかにすることを目指したい。
まず第1節「子どもの権利条約と国内法」では，子どもの権利条約の概要を
示したうえで，国内法への影響について検討し，子どもの権利条約によって
日本社会の関連制度が絶えず問い直され変容している動態的過程を描き出す。
次に第2節「『子ども』と『権利』」では，子どもの権利条約の最も基本的
な論点である「子ども」と「権利」に焦点を合わせ，子どもとは何か，権利
とは何かについての検討を進める。日本国内において子どもの権利条約を検
討する際の1つ目の留意点は，「児童」と「子ども」の表記についてであ
り，2つ目の留意点は，「人権」と「権利」のどちらで捉えるかであると言
われているように，子どもについても権利についてもその意味内容を一層深
く検討する余地があると思われる。
そして第3節「意見表明権の位置づけ」では，子どもの権利条約の全体と
の関連の中で，筆者が重視する意見表明権という権利の位置づけを明らかに
する。意見表明権は，子どもの権利条約第12条に規定され，同条約の一般
原則の1つであると同時に，同条約が子どもの主体性を掲げていることの象
徴の1つでもある。この第12条の理解には多様な捉え方があるが，第12条
が一般原則であり，同条約第3条「最善の利益」とセットで考えるべきであ
ることから，意見表明権の重要性は誰もが認めるところであろう。
第1節 子どもの権利条約と国内法
子どもの権利条約は，1989年11月の第44回国連総会で採択され，1990
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年9月に国際条約として発効した人権条約であり，日本政府がこの条約を批
准（1994年）して20年以上が経過した。全54条からなる子どもの権利条
約は，「子どもの最善の利益」（第3条）を第一義的に考慮して，「子どもの
生存および発達を可能な限り最大限に確保する」（第6条）ために不可欠で
ある子どもの権利が，あらゆる場で実現されることを求めた条約である。こ
の子どもの権利条約が日本で発効して20年以上経過した今，それが日本社
会においてどのように活かされ，具体化されてきているのかを検証する必要
がある。それではまず，条約の構成を概観しよう。
それは前文及び本文54条から成る。濱川（2009：71）は『国連「児童の
権利条約」解説資料』（1989，日本ユニセフ協会）に拠り，条約本文につい
て，「締約国が負うべき義務を規定する第1部（第1条から第41条），主に
「児童の権利に関する委員会」に関する第2部（第42条から第45条），及び
条約の発効や改正条件等を定めた第3部（第46条から第54条）により構成
されている。さらに，第1部は，条約の基本原則及び理念，生存の権利，発
育の権利，保護を受ける権利及び参加する権利に分けることができる。」と
まとめている。これらの「生存の権利」，「発達の権利」「保護を受ける権利」
「参加する権利」は，「子どもの権利条約」の4つの柱と見なされるものである。
喜多（1996：4）は，ユニセフ・DCI共同作成『ブリーフィングキット』
（「未来の国連・子どもの権利条約」1987年11月）の第3版（1989年5月）
で，条約に示されている子どもの権利条約群は4つのカテゴリーに分けられ
ると述べている。「4つの柱」は，「4つの一般原則」とは異なる。子どもの
権利条約は，差別の禁止（第2条），子どもの最善の利益（第3条），生命へ
の権利，生存・発達の確保（第6条），子どもの意見の尊重（第12条）の4
つを一般原則としている（子どもの権利委員会ガイドライン）。同条約に挙
げられているすべての権利を保障する際には，この一般原則を常に参照・遵
守することが求められる。また，同条約第44条（締約国の報告義務）に基
づく定期報告の提出の際にも，締約国は，この一般原則に関連する情報を提
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供するよう求められている。
外務省のデータでは，2016年2月時点での締約国は，署名国・地域数が
140，締約国・地域数が196，条約に署名のみで批准していない国・地域が1
（アメリカ）となっている。これは，現在，人権条約上最大の締約国数であ
る。日本は，1990年9月21日に署名（109番目），1994年4月22日に批准
（158番目），同年5月22日に発効を行っている。高橋（2000：32）は，日
本の批准について「158番目の遅さ」と表現している。さらに，発効直前で
ある5月20日に，文部省が事務次官通知を発した内容の一部が，「まるでこ
の条約は発展途上国の子どもたちのためにつくられたものであって，日本に
は関係ないものだといわんばかり」と指摘している。
高橋が指摘した内容の一部とは，「本条約は，世界の多くの児童が，今日
なお貧困，飢餓などの困難な状況に置かれていることにかんがみ」つくら
れ，「本条約の発効により，教育関係について特に法令等の改正の必要はな
いところであり」の部分である。「子どもの権利条約」について「文部事務
次官通知：文初高第149号 平成6年5月20日」は次のように述べていた。
「本条約は，世界の多くの児童（本条約の適用上は，児童は18歳未満のすべ
ての者と定義されている。）が，今日なお貧困，飢餓などの困難な状況に置
かれていることにかんがみ，世界的な視野から児童の人権の尊重，保護の促
進を目指したものであります。本条約は，基本的人権の尊重を基本理念に掲
げる日本国憲法，教育基本法（昭和22年3月31日法律第25号）並びに我
が国が締約国となっている「経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規
約（昭和54年8月4日条約第6号）」及び「市民的及び政治的権利に関する
国際規約（昭和54年8月4日条約第7号）」等と軌を一にするものでありま
す。したがって，本条約の発効により，教育関係について特に法令等の改正
の必要はないところでありますが，もとより，児童の人権に十分配慮し，一
人一人を大切にした教育が行われなければならないことは極めて重要なこと
であり，本条約の発効を契機として，更に一層，教育の充実が図られていく
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ことが肝要であります。」
喜多（2014：7-9）は，「子どもの権利条約」が「発展途上国の子ども
の権利保障のための条約であるという誤解」を受ける理由として，「途上国
支援をおこなってきたユニセフが条約の広報を担当してきたことや，日本政
府も『世界の子どもを救う』キャンペーンを貼ってそういう意識付けがおこ
なわれてきたことが原因の一端にある」と述べている。
喜多は，実際には「条約を提案してきたのは，ポーランドであり，ポーラ
ンドの主導の下でヨーロッパの法律家の英知を集めて原案化された「欧米型
条約」のひとつである。」1）「もともとこの条約の審議では，むしろユネスコ
が先んじていたが，審議の後半にユニセフが乗り出してきた。しかしその審
議参加が遅かったこともあって，条文上は，条約の最終審議時に，条文の末
尾に「途上国への国際支援・協力」の文言を追加する程度にとどまってし
まった」と述べている。
なお，「子どもの権利条約」には，現在，3つの「選択議定書」が存在す
る。「武力紛争における子どもの関与に関する子どもの権利に関する条約の
選択議定書」（2002年1月発効），「子どもの売買，子ども買春及び子どもポ
ルノに関する子どもの権利に関する条約の選択議定書」（2002年1月発効），
「通報手続に関する子どもの権利条約選択議定書」（2014年4月発効）であ
る。「選択議定書」は，既存の条約に新たな内容を追加・補強する際につく
られる文書であり，条約と同じ効力を持つ。日本は，「武力紛争における子
どもの関与に関する子どもの権利に関する条約の選択議定書」を2004年8
月に，「子どもの売買，子ども買春及び子どもポルノに関する子どもの権利
に関する条約の選択議定書」を2005年1月に批准している。
また，「子どもの権利条約」に関して，国連・子どもの権利委員会が採択
1）1978年にポーランドから国連人権委員会に「子どもの権利条約」の草案が提出
され，翌年1979年に同委員会が最終草案を作成するための作業部会を設置した。
ユニセフが草案作りに全面的に協力することをユニセフ執行理事会で決議したの
は1986年である。
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した，21の「一般的意見」が存在する2）。 平野（2014：74）によると，「一
般的意見」は，「条約のさらなる実施を促進し，かつ締約国による報告義務
の履行を援助するために」（子どもの権利委員会暫定手続規則73条）作成さ
れる文書であり，他の人権条約機関も一般的意見または一般的勧告と呼ばれ
る同様の文書が採択されている。平野（2014：76）は，委員会の一般的意見
には，「締約国報告書の審査後に出される『総括所見』と同様に，厳密な意
味での法的拘束力はない」が，「条約にもとづいて国際的な監視機関として
設置され，かつ条約国の選挙で選ばれた専門家から構成される条約機関が，
多数の締約国報告書を審査してきた経緯も踏まえながらまとめた一般的意見
は，国際人権法の発展の重要な要素を構成するもの」であると述べている。
さらに平野（2014：76）は，日本の裁判例でも，一般的意見や総括所見で
おこなわれた勧告を参照していることを挙げ，「裁判所のみならず，国家・
地方議会および政府・自治体も，子どもにかかわる立法や政策立案・実施を
進めていくにあたって委員会の一般的意見を充分に参照するべき」と述べて
いる。
すなわち，条約に対して批准国は，条約を履行（遵守）するための国内法
を整備する義務を負うのであり，子どもの権利条約も例外ではない。なお，
子どもの権利条約は，第1部（第1条～第41条）で規定されている権利の
実現・保障・推進のために，第42条に「条約広報義務」，第43条に「子ど
もの権利委員会の設置」，第44条に「締約国の報告義務」を規定している。
順次見ていこう。
第42条「条約広報義務」について，喜多（2000：222-223）は，「通常は，
国連総会決議などで，採択した条約の趣旨を普及し伝えることを呼びかける
方法をとることが多いなかで，独立条文で，おとな一般に，かつ子どもにも
2）「Children in street situations」が，一般的意見№21として2017年に採択され
た（6月21日，UNITED NATIONS HUMAN RIGHTSホームページに公表）。
平野裕二（ARC平野裕二の子どもの権利・国際情報サイト）は「路上の状況に
ある子ども」と訳している。
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知らせることを締約国に義務づけたことは画期的な意味をもつ」と述べ，こ
れが画期的な理由として，次の2点を挙げている。1つ目は，「条約という
法規を所轄する行政関係者を超えて『おとな』という表現，すなわち親や保
護者，市民，民間団体などにむけて普及徹底を呼びかけている」点である。
2つ目は，「権利行使主体としての子ども観に依拠して，意見表明権や市民
的権利などの権利を実現し，行使すべき子どもに対して広く広報する義務を
課した」点である。
これに対して後述の子どもの権利委員会は「第1回最終見解：日本」3）
（1998年）のパラグラフ11で，「締約国の努力について認識しつつも，委員
会は，条約の原則と規定についての認識，特に条約が権利の完全な主体とし
ての児童の概念に重要性を置いていることについての認識を，社会の全ての
部分において，児童及び成人の間で同様に，広く普及し促進するためにとら
れた措置が不十分であることを懸念する。委員会は，また，条約がいずれの
少数言語でも入手可能とされていないこと，及び，児童の権利に関する訓練
を関連の職業集団に提供するためとられた措置が不十分であることを懸念す
る。」と指摘している。
また，パラグラフ33では，「委員会は，条約の規定が児童及び成人の双方
に広く知られ理解されることを確保するために一層大きな努力が締約国によ
り払われるよう勧告する。警察の構成員，治安部隊及びその他の法執行官，
司法職員，弁護士，裁判官，全ての教育段階の教師及び学校管理者，ソー
シャルワーカー，中央または地方の行政官，児童養護施設職員，心理学者を
3）「総括所見」と「最終見解」は同じものであり，子どもの権利条約第44条に基
づく締約国から提出される報告書および審査の場における政府代表団の説明，国
際機関やNGOからの情報等をもとに，審査を行った結果としての留意事項や懸
念事項，勧告事項等をまとめたもの（Concluding observations）である。外務省
は「最終見解」，平野は「総括所見」と訳している。本稿では，同条約第44条に
関してのみ外務省訳を使用している。よってConcluding observationsも，引用
先の著者が「総括所見」と記載していない限りは，本稿は「最終見解」と表記す
る。
子どもの権利条約と意見表明権 １４９
含む保健・医療職員を含め，全ての職業集団に対し，児童の権利に関する体
系的な訓練及び再訓練のプログラムが組織されるべきである。権利の完全な
主体としての児童の地位を強化するため，委員会は，条約が全ての教育機関
のカリキュラムに取り入れられるよう勧告する。委員会は，更に，必要な時
には翻訳することにより，条約全文を少数言語で入手可能とすることを勧告
する。」と指摘されている4）。
これらの懸念，勧告をふまえて，喜多（2000：223-224）は，日本の「子
どもの権利条約」に関する広報・普及活動について，内容の見極めの必要性
と，伝える側の条約理解の重要性を指摘している。これまで，国内の広報
は，「国レベル，自治体レベル，市民レベル・職員団体レベル，父母・子ど
もレベルの多岐にわたっておこなわれてきた」が，公的機関・組織によるも
のは「“条約の存在を世に知らしめる”ための広報の域を超えて」おらず，
「日本の子ども問題が見えないまま「世界中の子どもたち」が強調され」た
り，「子どもの権利を謳っているようで，実際には義務や責任が強調される
というケースが少なくない」と述べている。
この課題に対して喜多（2000：224-226）は，知識としての条約を伝える
広報活動だけではなく，「条約を使って，このように生活や人間関係を変え
た」といった行動としての条約を伝える広報活動が大切であると主張してい
る。また，条約の普及の対象について，「おとな一般も重要であるが，それ
以上に今日問われているのは，子どもにかかわる専門家，職員の『子どもの
権利』観である」とし，子ども向けの広報をどうすすめていくかについて
は，「市民団体レベルで創造的な活動が展開されており，民間独自の役割が
期待できる」と展望している。
4）広報，研修などについては，第4・5回日本政府報告の別添2「各省庁の取り組
み（広報，意識啓発，研修）」にて各省庁が取組んだ内容を報告している。研修
では，児童相談所等福祉部局による「2016年6月，児童福祉法を改正し，児童
相談所における児童福祉司（スーパーバイザーを含む。）及び要保護児童対策調
整機関の専門職の研修義務化等を行ったところである（2017年4月執行）。」な
どの報告も挙げられている。
１５０ 桃山学院大学社会学論集 第51巻第1号
次に第43条「子どもの権利委員会の設置」を見てみよう。そこでは，「条
約において約束された義務の実現を達成することにつき，締約国によってな
された進歩を審査するため」（条文）の独立機関として，「子どもの権利委員
会（Committee on the Rights of the Child）」の設立が規定されている。そ
れは18人の専門家（制定当初は10人だったが2003年より18人となった）
で構成され，原則，年3回各3週間，ジュネーブで開催される。
そして第44条「締約国の報告義務」では，「条約において認められる権利
の実施のためにとった措置およびこれらの権利の享受についてもたらされた
進歩に関する」（条文）内容の報告を行う義務が規定されている。「子どもの
権利委員会」が行っている「締約国によってなされた進歩の審査」の対象で
ある。
報告書は，第44条1「（a）当該締約国についてこの条約が効力を生ずる時
から2年以内，（b）その後は5年ごと」に，国際連語事務総長を通じて，委
員会に提出する。また，第44条4項「委員会は，締約国に対し，この条約
の実施に関する追加的な情報を求めることができる」とされ，締約国は，追
加情報要請や再審査を受けることもある。
なお，選択議定書にも報告義務があり，批准2年以内に，議定書の参加及
び採用，実施のためにとった措置に関する「包括的な報告」を，子どもの権
利委員会に提出しなければならない。「包括的な報告」の提出後は，子ども
の権利条約第44条に基づく報告に，議定書の実施に関する追加情報を含め
る形をとる。
現在，日本は，第4・5回の報告書提出を行い，第3回までの最終見解の
受取りを行なっている。提出および受取った年は，第1回は1996年に提出・
1998年に受取り，第2回は2001年に提出・2004年に受取り，第3回は
2008年に提出・2010年に受取り，第4・5回は2017年に提出となっている。
なお，第4回と第5回が合同となっている理由は，第4回の提出の遅れに
よって以降がずれないようにするためである。
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委員会の作業詳細は，第45条「委員会の作業方法」に書かれている。主
な活動は，締約国によってなされた進歩の審査であり，「建設的対話」の精
神に基づく報告制度の枠踏みの中で行われる。審査は，第44条に基づく締
約国から提出される報告書および審査の場における政府代表団の説明，国際
機関やNGOからの情報，他の人権条約機関の勧告等も考慮し行われる。審
査結果として作成される「最終見解」は，懸念事項や，解決のために必要な
措置の勧告などが記載される。締約国は，「最終見解」で受けた勧告につい
て，次回の報告で，その事項に対してどのような実施を行なったか（行なっ
ていないか）を報告しなければならない。なお，委員会は，審査以外にも，
特定の条文またはテーマに関する「一般的討議」の開催や，「一般的意見」
の採択，国際連合事務総長への子どもの権利に関する特定の問題の研究実施
の要請（「武力紛争における子ども」に関するの研究等。）なども行ってい
る。
それでは，これまでの「子どもの権利条約」の国内法への反映については
どうであろうか。2016年5月の児童福祉法の改正では，第1条「全て児童
は，児童の権利に関する条約の精神にのっとり，適切に養育されること，そ
の生活を保障されること，愛され，保護されること，その心身の健やかな成
長及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉を等しく保障される
こと」に，子どもの権利条約を基本理念とすることが明記された。1951年
に制定されて以来，改正は幾度も行われてきたが，理念に関する改正は初め
てである。
日本ユニセフ協会は広報で，「当協会は，本年2月，本改正に向けた議論
を進められていた，新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会に，
「子どもの権利条約」を改正法の基本理念にすることなどを書面をもって要
望するとともに，3月，塩崎厚労大臣にも，同主旨の要請を行いました。今
回の改正では，NPO法人シンクキッズと共に訴えてきた児童虐待への対応
強化を目指した，発生の予防，発生時の迅速・的確な対応，児童相談所の体
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制強化，被害にあった子どもへの支援の拡充（併せて児童虐待防止法も改正
されています）や，東日本大震災被災地支援活動や本年4月に発起団体とし
て参加した「子どもの家庭養育推進官民協議会」などを通じて当協会も訴え
てきた，親元で暮らせない子どもの家庭的環境での養育の推進等，当協会が
重視してきた様々な点が盛り込まれました。」と報告している。
厚生労働省「児童福祉法等の一部を改正する法律案（2016年3月29日提
出）」において，改正の概要として，「1．児童福祉法の理念の明確化等」，
「2．児童虐待の発生予防」，「3．児童虐待発生時の迅速・的確な対応」，
「4．被虐待児童への自立支援」の4点が挙げられている。ここで児童福祉
法の理念として「児童の権利に関する条約の精神に」則ることが明記された
ことは，今後，「子どもの権利条約」の国内法への反映に大きな期待が持て
るのではないだろうか。
これまでの，「子どもの権利条約」の国内法への反映について，荒川
（2014）は，「児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に
関する法律（1999年），児童虐待の防止等に関する法律（2000年），子ども・
若者育成支援推進法（2009年）およびそれに基づく子ども・若者ビジョン
等，一定の法律や計画に条約の趣旨や規定が反映」しており，「とりわけ，
子ども・若者育成支援推進法は，第1条で『日本国憲法及び児童の権利に関
する条約の理念にのっとり』総合的な子ども・若者育成支援を推進するとい
う目的を掲げ，第2条で，子ども・若者育成支援にあたっては子ども・若者
の『意見を十分に尊重しつつ，その最善の利益を考慮すること』を基本理念
の一つにあげるなど，日本の法律で初めて条約とその一般原則に言及してい
る」と述べている。
日本は，「子どもの権利条約」第44条に基づく報告書と併せて審査の対象
となる質疑応答で，「被審査国は，条約のあらゆる側面を包含した児童の権
利に関する基本法を施行する計画はあるのか。」（「児童の権利条約 第3回
日本政府報告に関する児童の権利委員会からの質問事項に対する日本政府回
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答（仮訳）」（2010年4月）第1部「問2」）という質問に対して，次のよう
に返答している。
「（答）子ども・若者育成支援施策の基本的枠組み等を定め，児童の権利に
関する条約の理念にのっとり施策を推進することを目的に含む『子ども・若
者育成支援推進法』が2010年4月1日に施行された。
今後，同法に基づき，子ども・若者育成支援施策を推進するための大綱と
して，児童の権利に関する条約の側面を包含した『子ども・若者ビジョン
（仮称）』を作成していく予定である。
その策定に当たっては，基本理念として，子ども・若者に関して『その個
人の尊厳を重んじ，意見を十分尊重するとともに，最善の利益を考慮するこ
と』，『おとなと共に生きるパートナーとして尊重すること』，『未来を切り開
く社会の能動的形成者となるよう支援すること』，『一人一人の状況に応じた
総合的な支援を，社会全体で重層的に実施すること』等を掲げることとして
いる。さらに，重点課題としては，子ども・若者が生き生きと，幸せに生き
ていく力を身につけるための取組や，ニート，ひきこもり，不登校や障害，
貧困等を含む，困難を有する子ども・若者やその家族を支援する取組，地域
における多様な担い手の育成に取り組んでいくこととしている。」
結果，子どもの権利委員会による「第3回最終見解：日本」の「締約国に
よるフォローアップとしてなされた政策と進展」では，「子ども・若者育成
支援推進法」が施行されたことについて，評価された。しかし同時に，「子
ども・若者育成支援推進法」が「条約の全範囲に対応せず，又は，児童の権
利を保障していないこと」「包括的な児童の権利法が存在しないこと」にも
懸念が示された。
その後の第4・5回日本政府報告では，「1．条約の諸規定の実施のための
一般的措置（3）国内行動計画（最終見解パラグラフ8，12，14，16）」におい
て，「『子ども・若者育成支援推進法』に基づき，子供・若者育成支援施策を
推進するための大綱として，2010年7月に『子ども・若者ビジョン』，さら
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に2016年2月には，ビジョンを見直した『子供・若者育成支援推進大綱』
が，内閣総理大臣を本部長とし，全閣僚を構成員とする『子ども・若者育成
支援推進本部』で決定された。大綱には，教育，福祉，保健，医療，矯正，
更生保護，雇用等といった，多岐に渡る分野について盛り込まれている。政
府においては，引き続き本条約の理念にのっとり，大綱に基づいた施策を推
進していくものである。」と報告している。
さらに，同項目にて，「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（2014年1
月）の施行，「子供の貧困対策に関する大綱」（2014年8月）が閣議決定さ
れたことを挙げ，政府として，教育の支援，生活の支援，保護者に対する就
労の支援，経済的支援の充実を重点施策として取り組むことを報告してい
る。
以上のように，子どもの権利条約は日本の国内法に大きな影響力を発揮
し，その実効性を上げるために，常にダイナミックに動いているのである。
子どもの権利を守るための条約や法律が，グローバルな場およびナショナル
な場において進化しつつあることを忘れてはならないだろう。
第2節 「子ども」と「権利」
子どもの権利条約の最も基本的な論点は，「子ども」とは何か，「権利」と
は何かということである。本節では，この「子ども」と「権利」について検
討を進めたい。
「子どもの権利条約」の国連の原文（英文）は「Convention on the Rights
of the Child」である。外務省は「児童の権利に関する条約」（児童の権利条
約）と訳している。一方，「子どもの権利条約」と訳されたものを使用する
者・団体も多く存在する。和訳を行う際に，どこまで原文の意を表している
かが課題となる。条約名「Convention on the Rights of the Child」の場
合，2点留意することがある。1つ目の留意点は，「児童」と「子ども」の表
記についてである。政府は「児童」を使用し，その他の多くの人・団体は
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「子ども」を使用している。
喜多（2000：226）は，「『児童』という用語は，子どもの権利の観点から
すれば保護の対象としての子ども観に立脚するものであり，権利の享有・行
使の主体として子どもをとらえることから出発する条約の基本理念を反映し
た用語とはいえない」と指摘している。
桜井・堀（1993：131）は，「児童」と「子ども」で区別される子ども観の
相違について，「『児童』という用語を好む立場の子ども観は，（1）子どもは
おとなと異なる。（2）子どもは未熟である。（3）子どもにはおとなの監督が必
要である。に特徴づけられ」，「『子ども』という言葉を多用する子ども観の
特徴は，（1）子どももひとりの人間である。（2）子どもが未成熟とは限らな
い。（3）子どももおとなと同じように自分の意思で物ごとを決定する。」と整
理している。また，細川政権（1993-1994）での特別国会で，社会党が訳の
変更を主張した際，首相は「他の法令との整合性の観点から『児童』とし
た。広報活動では『子ども』を使うことも考えたい」との見解を示したこと
も記録されている。
林（1997：55）は，字源から推測すると「児童」や「子供」の言葉が本来
は，「未熟」や「しもべ」など侮蔑的なニュアンスをもち，「時代とともに意
味が変容していることは否定できないが，現代においてもそのニュアンスが
完全に払拭しきれたとは言えない」と述べている。そして喜多（2000：226）
は，「条約の名称を『児童』にするか『子ども』にするかの問題は，条約の
法的効果に直接の影響を及ぼすものではないが，条約の理解と普及にかかわ
る重要なこと」と主張している。
以上の議論を踏まえ，本稿では条約名を「子どもの権利条約」と表記して
いる。また，和訳は，同条約第44条に関する政府報告書及び最終見解を政
府訳，それ以外は，最初に翻訳を行い，多くの人・団体が使用している国際
教育法研究会訳を使用している。
なお，子どもの始期については，広沢（2000：38-39）が，「子どもの権
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利条約」第1条（子どもの定義）の解釈で，「日本においては，従来の法制
度や解釈に従い，本条の「子ども」には胎児は含まれず，本条約の権利享有
主体は出生時以後の人であると解される」と述べている。理由として，条約
では「出世時より」か「受胎時より」かについては定められておらず，各国
の解釈・制度に委ねていること，前文9段に「出生前後」という表現が使用
されているが，これについては制定過程で締約国による1条の解釈には影響
を与えない旨の議長声明が付されていることをあげている。
また，日本政府（外務省）は子どもの権利条約が「18歳未満を『児童』
と定義し，国際人権規約において定められている権利を児童について敷衍
し，児童の人権の尊重及び確保の観点から必要となる詳細かつ具体的な事項
を規定したもの」と述べている。「子どもの権利条約」における「子ども」
とは，「18歳未満のすべての者をいう。ただし，子どもに適用される法律の
下でより早く成年に達する場合は，この限りではない。」と，同条約第1条
に定められている。日本では，男性は18歳，女性は16歳から婚姻ができ，
婚姻後は20歳未満でも単独で法律行為の当事者となり得る。つまり，日本
の場合，16歳以上18歳未満の既婚女性が「より早く成年に達したもの」に
該当する。
子どもの権利委員会は，日本に対して，第1回目最終見解のパラグラフ
35で，「男児及び女児の婚姻最低年齢を同一にするよう」勧告している。こ
れに対して，日本は，第2回政府報告にて，「児童の定義」の「B．国内法
における最低法定年齢」で，「婚姻適齢に男女の差異を設けることは，条約
第2条の規定に抵触するものではない。」と述べていた。しかし，第2回及
び第3回最終見解にて同様の勧告があり，第4・5回日本政府報告では「2．
児童の定義（第1条）27．（最終見解パラグラフ32）」において，「女性の婚
姻適齢については，2009年10月に法務大臣の諮問機関である法制審議会か
ら民法の成年年齢を18歳に引き下げる場合には婚姻年齢を男女とも18歳と
すべきと答申されていたところ，民法の成年年齢の引下げと併せて法整備す
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ることを検討している。」と報告している。
また，「成年」について，日本は，「子どもの権利条約」第44条に基づく
第1回政府報告の「児童の定義」の項目で，「我が国では，民法により，満
20歳をもって，単独で法律行為を行うことができることとなっており，ま
た，公法上も，例えば国会議員の選挙権は満20歳をもって与えられている
ことから，我が国では，成年とは，満20歳以上の者を意味する。」と述べて
いる。第2回政府報告の「児童の定義」では，「成年」の言葉は見当たらず，
「児童福祉法第4条において，児童を『満18歳に満たない者』と定義してい
る」と記載されている。第3回政府報告では，「成年は一般的には20歳とい
うことができるものの，児童福祉法及び児童買春・児童ポルノ禁止法におい
て，児童を『18歳に満たない者』と定義している」と，成年と児童の両方
を記載している。第4・5回では，先に述べた婚姻年齢と成年年齢の引下げ
検討を述べた部分が該当する。
「児童の定義」の表記の変化については，広沢（2000：39-41）が「20歳
以上の者には国内法上の成年の権利が保障され，また18歳未満の者には本
条約の権利が保障されるが，両者に挟まれた18歳・19歳の者だけ権利の真
空地帯に陥る可能性が生じたのである。この問題点については，子どもの権
利委員会の日本報告審査においても指摘されており（コロソフ委員・審議録
（2）193），今後，矛盾を解消するために，国内法の成年年齢の引下げが要求
される。」と述べていることに関係していると思われる。第1・2・3・4・5
回政府報告の各「児童の定義」では，「児童」「成年」以外にも，「婚姻」「義
務教育」「裁判所での任意陳述」「刑事責任等」「労働」「性犯罪」「軍隊への
入隊」「アルコール他」「親権者の同意なしに法律，医療相談できる年齢」な
ど，該当者の法定年齢をまとめている。
さて条約の和訳に際して2つ目の留意点は，「人権」と「権利」のどちら
で捉えるかである。以下ではこの論点をめぐる山縣（2013），堀尾（1989），
永井（2000）の議論を紹介することにしよう。
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山縣（2013：2）は，人権と権利について，「細部を捨象して大まかに整
理すると，人権は，人である限りにおいて認められるもの，権利は場合に
よっては，一定の制約を受けたり，調整がされたりするもの」と前置きした
うえで，子どもの権利条約について「国連の原文からすると，これは，本来
「権利」ではなく，「人権」と訳されるべきものであったと考えられる」と述
べている。
その理由として，山縣は，「条約の英語表記の原文“Convention on the
Rights of the Child”を，“Rights”を独立して訳したため，「権利」となっ
たと考えられ」，「すでに条約化されていた人類一般の人権規約である国際人
権規約の英語表記は“International Covenants on Human Rights”である。
ユニセフの解説でも，子どもの権利は“Human Rights”の枠組み，すなわ
ち“Children’s Rights”として説明されている（UNICEF）。」ことを挙げて
いる。そして，「本来の意味は，人間発達の一段階である子ども期の人権に
関する条約，すなわち，子どもである限りにおいて誰にも無条件に保障され
るべきもの」であると明示している。
堀尾（1989：174）は，子どもの権利に関して，「『子どもの権利』という
ふうに主張する必要があるのだろうか。『子どもの人権』でいいのではない
かという議論があります。さらに，子どもの権利を主張することが，逆に子
どもを差別する目と結びついていくのではないかという危惧を表明する人も
いますが，私はそれはそうではないと思っています。」と述べている。そし
て「子どもの人権と子どもの権利，そして人権一般と子どもの権利は，統一
的に把握されなければならない」と主張し，堀尾（1989：175-176）は，人
権の歴史を振り返り，「人権を前提として，さらに子どもの権利というもの
がそれにかぶさる形で深められてきており，相互の関係は深くからみあって
いるといえます。しかも，それは人権宣言の子どもへの適応ということをこ
えて，子どもの権利の視点を深めることが，人権の最も基底になっている部
分を豊にすることにつながっているのです。」と述べ，「子ども固有の権利が
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保障されることが，じつは，人権の基底を豊かにしているのだ」と指摘して
いる。
また，「子どもも人間であるかぎり，人権の主体であるということにとど
まらず，そのことを前提にしながら，少なくとも次の3つの観点を含んでい
る」と主張している。その3つの観点とは以下のとおりである（堀尾，
1989：211-214）。
第1は，「親に対する子どもの権利，親・子関係における子どもの権利」
である。堀尾は，親に対する子どもの権利は，「近代の人権思想の当然の帰
結」であると述べている。また，堀尾は，前近代社会は家父長制であり，子
どもが家長の所有物視されていたことに対して，近代以降の人権思想は，子
どもも権利の主体であり，子どもの成長，安全を保障し，養育の責任を果た
すことが親の責務であると考えるようになり，そのことによって親権観が変
わってきた歴史があるという見解を示している。
第2は，「おとなと子どもの関係におけるおとなとは違った存在としての
子どもの権利」である。堀尾は，「子どもというのは，おとなに対しておと
なとは違った存在であるということの確認を求めること，それが，子どもの
権利の大事な内容に」なるとして，ルソーの『エミール』5）が子どもの発見の
書であり，子どもの権利の確認のうえでは大変重要であることを述べてい
る。さらに，「おとなとは違った存在としての子どもの発見ということは，
一方で，発達の段階についての着眼点になっている」「発達にはいくつかの
節々があり，その節々をそれぞれ大事にしていき，それぞれの発達の節々の
十全なる保障が次の発達の段階を用意する」と論じている。
5）『エミール』（今野一雄訳『エミール上・中・下』岩波文庫，1962-64）は，18
世紀に主にフランスで活躍した哲学者のジャン＝ジャック・ルソーによって，架
空の子ども「エミール」を著者が教育者として育てる内容を記したものである。
その教育内容は，子どもを「子ども」としてではなく「小さなおとな」として
扱っていた当時，子どもはおとなと異なる存在であり，発達に応じた対応が必要
である，という新しい「子ども観」をもたらし，子どもとおとなを分けて考える
きっかけをつくったとされる。
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第3は，「古い世代に対する新しい世代の権利」である。堀尾は，先に述
べた「発達段階についての着眼」が，同時に「子どもが発達の可能性をもっ
た存在であるということを認めるということ」であるとし，「やがて現在の
おとなをこえて発達する可能性を含んでいる」ととらえている。そして，こ
の「発達の可能態としての子どもの認識が，さらに古い世代に対して，それ
をのりこえる新しい世代の権利というかたちでとらえ直されてくる」と主張
している。
そして永井（2000：5-9）は，「子どもの権利条約」の特徴について，
「子どもの生来的権利を社会的に人間たるに値する権利，つまり“人権”と
して保障するために規定したもの」であることをあげている。これまで，子
どもを保護することを目的とした条約，宣言は存在したが，いずれも子ども
を保護すべき対象ととらえ，受動的な内容であったのに対し，「子どもの権
利条約」は，子どもを権利の主体とすることによる「能動的な権利」の保障
と，子ども固有に由来する保護の必要性による「受動的な権利」の保障の両
面を掲げている，と永井は指摘したのである。
以上のように，子どもの権利を子どもの人権として捉えようとする流れが
強いことは明らかであり，筆者もまた同様の立場を選択したい。
第3節 子どもの意見表明権
永井（2000：5-9）は，「子どもの権利条約」が，「子どもの生来的権利
を社会的に人間たるに値する権利，つまり“人権”として保障するため」
に，以下の4点を配慮した規定をしていると論じる中で，意見表明権の位置
づけも明らかにしようと試みている。
1つ目は，「子どもは未成熟だから保護・養育，管理される対象として考
えられてきた」子どもを，「おとなと同じ人間としての存在価値を認め“人
権”の主体としてその地位を保障しようとしている」点である。根拠とし
て，永井は，「すべての子どもに無差別平等の権利を保障する（2条）ほか，
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これまでに国際的規模で“人権”を等しく保障することを目的として作られ
た「国際人権規約」のなかに置かれた諸条項を多く採り入れている。たとえ
ば，現代社会に生きる人間としての基礎的な“市民的権利”あるいは“市民
的自由”と呼ばれている，表現の自由（13条），思想・良心および宗教の自
由（14条），集会・結社の自由（15条），プライバシーの権利（16条），情
報へのアクセス権（17条）のほか，すでにおとなに保障している権利を同
じく子どもにも保障しようとする，たとえば，刑事手続きのなかでの国際弁
護人や無料で通訳の援助が受けられる権利（37条・40条）などを列挙して
いる。」と述べている。さらに，「本条約のいわば“目玉”として注目される
のが，子どもの「意見表明権」（12条）である。もとより子どもは，自分の
意思を自分の力で完全には実現できない存在であるから，子どもに“人権”
の主体としての地位を保障するのには，これを認めることかが出発点とな
る。」と論じている。
2つ目は，「子ども固有の，そして子どもがもつ特有の権利を十分に保障
しようとしている」点である。根拠として，永井は「実のニーズにも対応し
うるようにと，有害労働からの保護，麻薬からの保護，性的搾取や虐待から
の保護などの規定（32条以下）を多く設けている。また本条約は，子ども
の生まれながらにしてもつ生来的権利の保障として，たとえば，名前・国籍
をもつ権利（7条），アイデンティティの保全（8条）のほか，子どもの発
達を保障する権利として，教育を受けて「人格，才能ならびに精神的および
身体的能力を最大限可能なまで発達させること」（29条）を保障し，そのた
めに必要な，たとえば，中等教育の無償や国が行うべき教育条件の整備に関
してなどの詳細な規定（28条）も設けている。そのほか，子どもにとくに
休息・余暇や“遊び”を権利として保障し，また子どもが文化的・芸術的生
活へ参加する権利（31条）なども保障する規定を置いていることに注目さ
れる。
さらに本条約は，いま世界に現存している飢餓や困窮状況下にある子ども
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を緊急に救済し保護しようとすることを重要な目的の一つとし，それが本条
約制定の客観的な推進力となっていた。したがって本条約は，子どもの健康
や医療等の社会保障に関する権利を詳細に規定し（24条以下），その趣旨が
生かされるように具体的に，たとえば，難民の子どもの援助（22条），少数
者や先住民の子どもの権利の保障（30条），障害児の権利の保障（23条）
や，武力紛争からの子どもの保護（38条）などについての規定もしてい
る。」と述べている。
3つ目は，「本条約が重視する『意見表明権』」の「実効性を担保するた
め，子どもの権利を保障する第一次的責任が親（親双方）にあること（18
条）を定め，それを強調している」点である。さらに，永井は，「ほかにも，
子どもは親を知り，親によって養育される権利（7条），親の指導の責任・
権利と義務（5条），親の生活と分離されない権利（9条），家族との再開の
ために必要な出入国の自由と権利を保障する規定（10条），親による虐待か
らの保護などの規定（19条以下）が用意されている。しかも，その“親”に
は「女性差別撤廃条約」が採用している“子育て”における両親の共通責任
原則を確認しており，その上で，子どもの権利保障のための親の第一次責任
を果たす原則を実現させるために国は適当な援助をしなくてはならない（18
条）と規定している。これは，客観的にみれば，本条約が，先の国際人権規
約や「女性差別撤廃条約」などの国際社会における実効性を実質的に補完す
る役割を同時に期待されているものといえよう。」と議論を展開している。
4つ目は，「“地球規模”による各国の協働の努力で，子どもの権利を“人
権”として保障し実現することを期待している」点である。「そのために，
『子どもの権利委員会』を設置（43条）して，本条約の締約国に，この条約
の発効後の2年以内に，その後は5年ごとに，子どもの人権の実現のために
採った措置およびそれによってもたらされた進歩に関する報告を，その委員
会に提出することを約束すると規定（44条）し，その報告を委員会が審議
して，各国の実施の不適切な点を指摘したり，よりいっそうの努力の方向を
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具体的に勧告したりすることができるようにしている（45条）。一方，NGO
（民間団体）にも，各国の実情の報告を認めている。したがって日本の政府
は，1996年に第一回の報告書を提出し，1998年には『子どもの権利委員会』
で審査され，その結果が日本政府に対する『総括所見』として提示されてい
る。」と永井は明らかにしている。
永井（2000）が重視する「子どもの権利条約」第12条（意見表明権）は，
同条約の一般原則の1つである。「子どもの権利条約」が，子どもを権利の
主体としていることの象徴の1つとして，第12条が挙げられることが多い。
本来，子どもの権利条約は，項目別に見出しをつけてはいない。記載され
ているのは，以下のように項目番号と条文のみである。
子どもの権利条約 第12条（英文）
Convention on the Rights of the Child
Article 12
1．States Parties shall assure to the child who is capable of forming his or
own views the right to express those views freely in all matters affecting
the child, the views of the child being given due weight in accordance with
the age and maturity of the child.
2．For this purpose, the child shall in particular be provided the
opportunity to be heard in any judicial and administrative proceedings
affecting the child, either directly, or through a representative or an
appropriate body, in a manner consistent with the procedural rules of
national law.
しかし，要約や周知を行う際の利便から，公表側が見出しをつけているこ
とが多い。ユニセフ（UNICEF）が公表している「国連子どもの権利条約の
要約（A summary of The United Nations Convention on the Rights of the
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Child）」では，第12条は「respect for the views of the child」と見出しが
ついている。
日本では，外務省が「意見を表明する権利」，国際教育法協会は「意見表
明権」，喜多（2000：89）は「子どもの意見の尊重」と見出しをつけている。
日本ユニセフ協会は，条約の和訳については，外務省が行ったものを使用し
ている。
条文の和訳についても，以下の違いがみられる。まず外務省の和訳（日本
ユニセフ協会はこれを使用）を見てみよう。
「1 締約国は，自己の意見を形成する能力のある児童がその児童に影響を
及ぼすすべての事項について自由に自己の意見を表明する権利を確保する。
この場合において，児童の意見は，その児童の年齢及び成熟度に従って相応
に考慮されるものとする。
2 このため，児童は，特に，自己に影響を及ぼすあらゆる司法上及び行政
上の手続において，国内法の手続規則に合致する方法により直接に又は代理
人若しくは適当な団体を通じて聴取される機会を与えられる。」
次に，国際教育法研究会訳（喜多らなど，“child”を“子ども”と訳する
ことを支持するものが多く使用している）を見てみよう。
「1 締約国は，自己の見解をまとめる力のある子どもに対して，その子ど
もに影響を与えるすべての事柄について自由に自己の見解を表明する権利を
保障する。その際，子どもの見解が，その年齢および成熟に従い，正当に重
視される。
2 この目的のため，子どもは，とくに，国内法の手続規則と一致する方法
で，自己に影響を与えるいかなる司法的および行政的手続においても，直接
にまたは代理人もしくは適当な団体を通じて聴聞される機会を与えられる。」
喜多（2000：89）は，子どもの権利委員会が，第12条を「子どもの意見
の尊重」の原則として一般原則として位置づけているのに対して，日本政府
が「相応に配慮」と訳するのは原義を正確に反映したものとは言い難いと述
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べている。また，本条を「意見表明の機会」の保障に限定する理解は問題に
なるとも述べている。
また，永井ら（2000：28-29）は，「条約の国会承認にあたって，政府は
条約の訳文が国会承認事項ではなく，承認を判断するさいの資料という見解
を」取っていることに対して，「訳文はいろいろな意味で条約の解釈や実施
に大きな影響を与えることになるので，国会承認事項とすべき」と述べてい
る。このことは，子どもの権利条約第12条が，現在も国内で様々な捉え方
をされ，一定の定着がなされない要因の一つといえる。
2009年に一般的意見第12号（意見を聴かれる子どもの権利）が採択され
るまで，桜井・堀（1993：131）が指摘するように，第12条は「子どもの権
利条約」に規定されている他の子どもの権利と異なり，唯一，「権利主体と
しての制限」をもっているとされてきた。制限とは，「自己の見解をまとめ
る力のある子ども（the child who is capable of forming his or own views）」
の部分である。
この「views」については見解が分かれている。このことについて，世取
山（2006：i）は，「Vygotsky心理学に基づけば，意見表明権は，子どもが
生まれながらにして有している主体性と，それを可能にする応答的な関係を
保障することにその主眼があると解されることになる」と述べていた。ま
た，小田倉（2008：328）は，子どもの権利条約の原案を提出したポーラン
ドの思想の基となったコルチャックが，「メッセージを発する乳児の姿を注
視して，その身体的状態，目，泣き，表情，といったあらゆる状態を，乳児
との対話の『言語』としている」ことを挙げていた。
その後，2009年に採択された一般的意見第12号（意見を聴かれる子ども
の権利）「1．第12条の文理的分析」パラグラフ20は，権利主体として
「制限としてではなく，むしろ自律的見解をまとめる子どもの能力を可能な
限り最大限に評価する締約国の義務としてとらえるべき」であり「締約国
は，子どもに自己の意見を表明する能力がないとあらかじめ決めてかかるこ
１６６ 桃山学院大学社会学論集 第51巻第1号
とはできない。逆に，締約国は，子どもには自己の意見をまとめる力がある
と推定し，かつそれを表明する権利があることを認めるべきである。子ども
がまず自己の力を証明しなければならないわけではない。」と述べている。
さらに，パラグラフ21では，「委員会は，第12条では子どもの意見表明権
に何らの年齢制限も課されていないことを強調するとともに，締約国に対
し，法律または実務において，自己に影響を与えるすべての事柄について意
見を聴かれる子どもの権利を制約するような年齢制限を導入しないよう奨励
する」と述べている。このことにより，条約に一定の解釈が得られたと考え
られるが，その理解と実践はまだ得られていない現状といえる。
喜多（2000：90-91）は，第12条「意見表明権」には，4つの理解がある
と述べている。
1つ目は，子どもとかかわるさまざまな司法判断や行政措置を講ずる際の
「手続的権利」としての理解である。
喜多は，子どもの権利条約の規定過程から，「さまざまな司法・行政手続
において判断基準とされてきた「子どもの最善の利益」の働かせ方のなかに
「子どもの意思の尊重」の視点を欠かせない条件の一つにしようとした努力
ののちに，これを独立条文化した経緯がある。」と指摘している。
2つ目は，子どもの自己決定権の行使に道を開く権利であるという理解で
ある。
喜多は，その解釈の有力な根拠の一つとして，制定過程での議論を挙げて
いる。「ポーランドが1979年に提出した本条の原案では，「結婚，職業の選
択，医療，教育，レクリエーションについての意見表明」（条約草案7条）
とされており，子どもが自分自身についての生活や生き方，「幸福の追求」
等について，自由に自己の意思を表明し，その意思が親を含むおとな社会に
よって尊重され，保障されることを求めた」ことを明らかにしている。
3つ目は，子どもの権利条約第13条以下の諸権利と同様に，市民的権利
の系で理解しようとするものである。
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喜多は，「もともと欧米諸国には12条を13条と同種の市民的権利として
紹介する傾向があり，日本もその影響を受けている。」と見ている。しかし，
この理解が，「制定過程（12条はポーランド案，13条以下はイギリスなど
「西側」諸国の提案であった）を無視するもの」であるとし，「13条以下の
市民的権利とは別にあえて12条を定めた積極的意味を曖昧にするきらいが
ある。」と指摘している。
4つ目は，第13条，第15条などと併せて，「子どもの参加の権利」とし
て理解しようとするものである。
喜多は，「この見解は，すでに1987年12月段階で，条約の普及に取り組
むユニセフ・DCIが発行したブリーフィングキットのなかに明示されてい
た。子どもの権利委員会もこの見解を支持し，日本への総括所見で12条＝
子どもの参加権という考え方を示している。」と述べている。しかし，「子ど
もの権利条約採択10周年を記念し，国連高等人権弁務官事務所と子どもの
権利委員会の共催で開かれた国際会議（ジュネーブ，1999年9月30日-10
月1日）では，子どもの参加権は12条のみならず他の市民的自由条項（13
条-17条）も根拠とする権利であることが確認されている。」と強調してい
る。
さらに，第3条（最善の利益）とセットで機能するという見解もある。桜
井（2013：31-32）は，「子どもの最善の利益＝子どもにとり一番いいこと」
と明示したうえで，「『子どもにとり一番いいこと』をおとなが勝手に決めて
はいけない。おとなだけで決める『教育的配慮』はとてもリスクが高い。」
と警告している。
田中（2014：181-182）は，所属する「子ども情報研究センター」6）の『こ
6）「子ども情報研究センター」は，1977年に「社団法人乳幼児発達研究所」とし
て設立し，「子どもの権利に関する調査研究，各種支援，広報等を行なうことに
より，その理論の確立並びにネットワークを図り，もって，子どもの権利の擁護
及び子どもの最善の利益の保障に寄与することを目的として活動」している。
（公益社団法人子ども情報研究センター http://www.kojoken.jp/）
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どもとおとなのパートナーシップ誌はらっぱ』の名称や，「チャイルドライ
ンOSAKA」，「子ども家庭相談室」などの取り組みに至った経緯を次のよう
に述べている。「子どもの最善の利益と，子どもの人権の保障を求めて，子
育て，保育制度，保育内容について議論してきた。けれども，子どもにとっ
て良きことをと考えるおとなが集まっていて，子どもたちといっしょに話し
合い考えようという姿勢は弱かったと思われる。子どもの最善の利益とは何
か，子どもの最善の利益はだれがどのように決めるのか。おとなの責任の重
大性を自覚するからこそ，子どもを守り，子どもを導くという姿勢ではな
く，子どもとともに考えていく，子どもとおとなのパートナーシップを求め
る姿勢を大事にしようと考えた。」
以上のように，子どもの意見表明権については一層の検討が必要である
が，この権利の重要性は誰もが認めるところである。したがって目指すべき
は，この権利を子どもが現実に直面する諸問題の中で実現する道を探ること
であろう。
おわりに
本稿では，子どもの権利条約の構成と動態（国内法への影響）を概観する
ことから始め，その条約における「子ども」と「権利」の意味について検討
し，その上で子どもの諸権利における意見表明権の位置づけを明らかにする
ことを試みた。
まず第1節「子どもの権利条約と国内法」では，子どもの権利条約の概要
を示したうえで，国内法への影響について検討し，子どもの権利条約によっ
て日本社会の関連制度が絶えず問い直され変容していることを動態的に示す
ことができた。そのような制度の動態を条件として，日本社会の多種多様な
社会的な場において，子どもの権利問題への対応が具体的に展開していると
思われるが，それらの実態を明らかにしていくことは今後の課題としたい。
次に第2節「『子ども』と『権利』」では，子どもの権利条約の最も基本的
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な論点である「子ども」と「権利」に焦点を合わせ，子どもとは何か，権利
とは何かについての検討を進めることを目指した。子どもの権利条約におけ
る子どもと権利の意味内容をめぐる日本における研究成果を紹介することに
とどまったが，その議論の要点を明らかにすることができたと思われる。子
どもの権利問題についての今後の探究において，それらは常に参照されるこ
とになるだろう。
そして第3節「子どもの意見表明権」では，子どもの権利条約の全体と関
連の中で，筆者が重要と考える意見表明権という権利の位置づけを明らかに
することを目指した。ここでもやはりその点をめぐる日本における研究成果
を紹介することにとどまったが，その議論の要点を明らかにすることができ
たと思われる。この意見表明権を基軸にして，日本社会の多種多様な社会的
な場で発生している子どもの権利問題，それらへの社会的対応について一層
の解明を進めたい。
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Though the Convention on the Rights of the Child and national laws
concerning child’s rights are established, we must be faced with violations
of child’s rights all over the world. Now it is necessary for us to search for
the way how we make use of the Convention and national laws.This paper,
focusing on the child’s right to be heared, aims to survey the making
process and contents, rethink definitions of ‘child’ and ‘right’, and examine
the importance of the child’s right to be heared. The main findings are as
follows.
First, the Convention and national laws are in the dynamic process of
revisions through relations of mutual influences. Japanese laws concerning
child’s rights are no exception. Second, by rethinking definitions of ‘child’
and ‘right’, we can get new viewpoints from which the Convention and
Japanese laws can be interpreted more deeply. Third, the child’s right to
be heared must be realized to protect the best interests of the child. The
right is essential to protect child’s independence and autonomy.
Keywords : child, right, Convention on the Rights of the Child,
child’s right to be heared
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